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The Potential Risk of Liquefaction of the Sand Layer 
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Summary 
The potential risk of danger due to the liquefaction of the sand layer under land reclamation 
dikes by earthquake was assess日dfor 5 districts locatεd at eastern area of the Rokkaku Riveτof 
Saga Prefecture. 
Our data was basεd on the liquεfaction resistivities FL which had been widely used in seismic 
dεsign of roadωbridge and buildings 
We found that although the c1egr日esof risk against liquefaction were c1ifferent betwεen 5 
districts， the liquefaction resistivities FL were greater than 1.2 in al districts， under the c1esign 
horizontal seismic co巴fficient0.084 
1九Te concluded， therefore， that the risk of danger was low against liquefaction in al districts 
investigat巴d‘
緒 雲
有明海湾奥部は，広大なこf潟が展開し，古くから干拓による低平農地の造成が盛んに進めら
れ，地域の重要な産業基盤となっている.しかし，干拓堤防は最も新しいものでも築造後20年
近く経過しており，堤防の沈下，コンクリートや盛土部の劣化などが見られる.このため干拓
堤防の防災機能の維持を目的として，堤防の嵩1-げ，堤防前面への消波ブロックの設置，ある
いは排水樋門の機能修復などの事業が進められている.
さらに，我が閣では最近兵庫県南部地震をはじめ大小の地震が多発し，砂質地盤の液状化に
よる被害容が多発していることから，全国的に河川堤防や海岸堤防の液状化に対する安全性の見
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しが検討されている.
このような観点から，本文は，佐賀県六角川以東の 5地区の干拓地における堤坊直下の基礎
地盤中に挟まれて存在する砂層の液状化の危険性について，道路橋示方書1)および建築基礎構
造設計指針勺こ準拠して，検討したものである.
調査地域の概要
有明海湾奥部は，わが国で最も大きい潮汐作用と河川iから流入する微細な土粒子の堆積によ
って，非常に軟弱な地盤を形成している.このような基礎地盤上に築造されている干拓堤防な
ど沿岸構造物の長期的安定を図るために，完成後の堤体および基礎地盤の圧密沈下やすべり破
壊に対する安定性について事前に十分検討されるとともに，施工中あるいは施工後もきめ細か
い管理が行われている.
一一方，この海域は，底質の主体が軟弱粘土閣で砂層が相対的に薄いこと，地震発生の可能性
が非常に少ないことなどから，砂の液状化についての危険性は非常に小さいと考えられている.
しかし，調査対象とした地域の土質試験調査報告書3，4ム6，7)による土層の柱状図をみると，地点に
よって砂層の深さおよび厚さにかなり幅があるが，-5m付近に 2m前後の砂層が存在してい
る.
また，佐賀県は全国でも地震が少ない県であり，被害が記録に残っている地震は， 1703年か
ら1968年(日向灘地震)の間の10回程度で，県内が震源地となったのはこの内2回である.し
かし，県内には，確実度が異なるが， I都渡城 川久保断層jや「西葉断層Jなどの活断層が，
また県内に影響を与えると考えられるものとして「水縄断層jが存在している.さらに，軟弱
な沖積層が厚く堆積しているため，良好な地盤に比べて地上の構造物への影響は拡大するとい
われている 8)
調査地点は，佐賀県地先の干拓地のうち，六角1以東の久保田，東与賀，西}I1副，南1副お
よび大詫間の5地区である.これを図-1に示す.また，子拓堤防の断面図の一例を南}I1副干
拓の例で図 2 Vこ示す.なお，このl惑には，土質調査のためのボーリング地点をあわせて示し
ている.液状化の判定には， 5地匿ともこの図と同様に背稲盛土の斜面屑部でのボーリング結
果を採用した.
図 3は， 5地区のボーリングの結果をも
とに土}曹の柱状図を示したものである.
砂の液状化
飽和した緩い砂地盤が，地震時に発生する
せん断波によって，繰返しせん断作用を受け
ると，その聞に関積水圧が蓄積し，地盤の有
効応力が減少する.それがゼロに近づくと砂
のせん断抵抗が消失し，地盤は液イ体本状になる.
この現象を液状化と呼んでいる的
液状イ化七が発生すると，
(1) 有効と載庄の減少によって，支持力が
消失し，構造物は砂中に沈下する.
有
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(2) 砂質盛土や盛土下の砂地盤の液状化に伴い，大規模な盛土のすべり出しが起る.
(3) 間隙水圧のため砂，水が噴出し，地盤が沈下する.
(4) 液状化した砂の密度は 2t /ぱ程度であるため，大きい浮力が生じて埋設構造物が浮き上
カぎる.
(5) 主働土圧が増加し，受働土圧が減少するため，擁壁， 橋台などの押出し，転倒な
どの被害が発生しやすい
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液状化の判定方法
液状化の判定方法にはさまざまなものがあるが，我が毘で実用的に用いられる機会が多い判
定法として，道路橋および建築物を対象として用いられている 2つの方法がある.いずれの方
法払液状化の判定を行う必要のある土層に対して，液状化に対する抵抗率五を算出し，この
値がl.0以下の土屠については液状化するとみなすものであり，ここでも，これらの方法を採用
した.
また，これらを適用するに当たって必要な設計水平震度は，以下の値を用いた川.
khエ koxム]Xム2Xム3
ん:設計水平震度，ko:標準設計水平震度 (0.2)
ム:地域別補正係数 (0.7)，ふ:地盤別補正係数(l.2)，ふ:そのf也の補正係数 (0.5)
この結果，kh=0.084を採用した.
[第l方法]
(1) 液状化の判定を行う必要がある土層
①地下水位が現地盤聞から10m以内にあり，かつ現地盤面から20m以内の深さに存在する飽
和砂層.
②細粒分合有率FCが35%以下の土層，またはFCが35%を越えても塑性指数が15以下の砂
③平均粒窪D50が10mm以下で，かつ10%粒径D!Oが 1mm以下である砂層.
(2) 液状化の判定
FL=R/L， R=cwRL， L=Ydhcゐ/σFV
Yd=1.0-OA5x，σv={YtlhW-1γtlx--hw)}/10，ゲν={Y'tlhw十)"t2(x-hw)}/10
[タイプIの地震動の場合]
cw==l. 0 
[タイプIの地震動の場合]
fl. 0 (RLS1'J. 1) 
日付3.3Rr+-O. 67 (0. l<RLS1'J. 4) 
l2. 0 ( O. 4<RL) 
ここ』こ，
FC:細粒分含有率(%)， [p:塑性指数，品。:平均粒窪 (mm)，DlO: 10%粒径 (mm)， 
FL :液状化に対する抵抗率，R:動的せん断強度比，L:地震時せん断応力比，
Cw.地震動特性による補正係数， RL :繰返し三軸強度比
γ'd'地震H寄せん断応力比の深さ方向の低減係数， khC:設計水平震度
σv • 全と載圧 (kgf/α1')，σFν:有効上一載在 (kgf/cm')， 
x:地表面からの深さ (m)，
γtl 地下水位面より浅い位置での土の単位体積重量 (tf/m3)
γt2 地下水位面より深い位置での土の単位体積重量 (tf/rn')
y' t2 :地下水位面より深い位置での土の有効単位体積重量 (tf/m3)， 
hw:地表面から地下水位面までの深さ (m)
前述の，繰返し三軸強度比RLは次式によって算出する.
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R， =JO.0882四日フ (ぬ<14)
む lO.0882J Na!工作1.6x 10-6(Na -14)4.5 (14ζ叫)
ここで，砂質土の場合
Na=c1N1十C2，N1=1.7N/(ゲν十0.7)
fl (0 %壬二FC<10%)
C1 (FC十40)/50 (10%ζFC<60%) 
lFC/20-1 (60%:S:FC) 
(0 (0%:SFC<10%) 
C2=l(FC-IO)/18 (10% :S:FC) 
RL:繰返し三軸強度比，N:;標準貫入試験から得られる N値
N，:有効上載圧1kgf/ぱ相当に換算した N値， Na:粒度の影響を考慮した補正N値
C1， C2:細粒分合有率による N値の補正係数
また，タイプ1， Iの区分は次の通りである.
タイプ 1 プレート境界型の大規模な地震
(大きな振幅が長時間繰り返して作用する地震動)，例・関東地震(大正12年)
タイプII:内陸直下型地震
(継続時聞は短いが極めて大きな強度を有する地震動)，例・兵庫県南部地震(平成7年)
この判定方法は新潟地震以後進められてきた研究の成果に加え，兵庫県南部地震の事例分析
に基づき定めたものである.
[第2方法]
(1) 液状化の判定を行う必要がある土屠
①継粒土含有率が35%以下の土層.
②細粒土含有率が35%以とであっても，粘土台有率が10%以下，または塑性指数が15以下の
協塑性のシルト層.
③透水性の抵い土層に屈まれた操層.
(2) 液状化の判定
1 )検討地点の地盤内の各深さに発生する等価な繰り返しせん断応力比を次式によって計算
する.
σmax σz 
z 印 gσFZ'd
fd:水平面に生じる等価な一定繰り返しせん断応力 (tf/m2)
σ乍:検討深さにおける有効上裁圧(鉛寵有効応力) (tf/m') 
y" : :等価な繰り返し回数に関する補正係数で，Yn=0.1(M-1) 
ただし，Mは地震のマグニチュードで7.5を仮定する.
αmax 地表面における設計用水平加速度
g:重力加速度 (980gal)
σz • 検討深さにおける全上載)王(鉛直全応力) (tf/m2) 
Yd:地盤が翻体でないことによる抵減係数で(1-0.015z)
ただしzはメートル単位で表した地表面からの検討深さ
2 )各深さにおける補正N値 (Na)を，下式を用いて計算する.
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Na=N1十ムNh N[=CN • N， CN=江0/(j'z 
λ弘:補正N値，N:換算N値
ムNf:細粒分合有率に応じた補正N値の増分
CN :換算Nll直係数
N:とんび法または自動落下法による実測N舘
3 )せん断ひずみ振幅5%曲線(図表省略)を用いて補正N値 (N，α)に対応する飽和土層の
液状化抵抗比 rt!ゲzを求める ここにわは水平断面における液状化抵抗である.
4 )各深さにおける液状化発生に対する安全率FLを次式により計算する.
rL=rt!rd 
上式により求めた FL値が1より大きくなる土留については液状化発生の可能性は無いもの
と判定し，逆に l以下となる場合はその可能性があり，値が小さくなるほどその土層の液状化
発生危険度は高いと判定する.
土質調査結果
対象地域の液状化の判定に必要な土層および土質に関するデータは，佐賀県佐賀中部農林事
務所によって行われた調査結果を用いた.
液状化の判定を行った 5地区(大詫聞については上下2つの砂層)について，砂層の淳さ，
砂層の標高および浸潤面の標高(ボーリング孔内の水位)を表 Iに，また砂の単位重量，粒
度組成および砂層のN値を表 2に示す.比較的上部に位置する砂層の厚さは，平均1.7m
(0.3~3.1m) で，その位置は~5m付近に存在
するものが多い.また砂の平均粒径は
0.13~0.45mmの範囲にあり，その Nli直は，砂
層が相対的に深い位置に存在する久保田地区
を除いて 2~8 で，かなり緩い状態にある.
表 1 液状化学j定に用いたデータ(その 1) 
液状化判定結果
液状化の判定を行う必要があるとされる砂
層に調査対象地区が該当しているかどうかを
-土質試験結果から検討する.
干拓名
!大詫間(上賭)
大詫間(下層)
ト一一一一一一一
南 I1 高日
西 ]11 高日
東 与 賀
トi一久一 保 回
砂層の 砂層(中央)
厚さ の標高
(m) (m) 
3.1 十1.7
1.0 4.8 
2.2 - 5.5 
2.0 6.5 
1.6 3.8 
0.3 13.8 
表 2 液状化判定に用いたデータ(その 2) 
砂の単位重量 砂!議の粒度組成
干拓名 γz 同記長会有率粘土分合有率土の平均粒径土の10%粒径 N{，直
(tf /ぱ) FC (%) Clay (%) ρ50 (m) DlO (田町)
大詫間(上層) 1.8 28.3 0.24 3 
大詫間(下層) 1.9 11.3 3.7 0.45 0.06 8 
南 ]11 邑リ 1.8 29.0 9.0 0.17 0.0062 5 
日五 ]11 高3 1.7 9.0 0.19 5 
主従 与 賀 1.6 36.9 14.0 0.13 0.0019 2 
久 保 出 1.8 21.0 11.0 0.13 10 
浸潤酋の
標高
(m) 
+2.3 
十2.3
+1.8 
十2.4
十1.7
塑位指数
/p 
12.6 
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〔第1方法]調査対象とした 5地区は，すべて地下水面が地表面から10m以内にあり，かつ地
表面から深さ20m以内に飽和砂質土層が存在している.また細粒分含有率が，東与賀以外は35
%以下であり， 35%を越えても塑性指数が15以下である.さらにすべて平均粒径10mm以下， 10 
%粒径 1mm以下である.このため，いずれの地区も液状化の判定を行う必要がある砂質土層に
該当する.
[第2方法]いずれの砂層も20m以浅にあり，細粒分含有率FCが35%，また塑性指数 ]pが15
以下であるため，液状化の判定が必要な砂層に該当する.
そこで，前述の方法に基づいて液状化に対する抵抗率五を算出した結果を表 3に示す.
この結果，第1方法のタイプI，タイプIおよび第2方法でそれぞれ求めた液状化抵抗率FL
を比較すると，判定方法の相違によって結果にある程度の差がみられるが，相対的にタイプI
の方法が小さく，第2方法が大きくなる傾向が認められる.
全体的には，地震の水平震度を0.084とした
場合， 3種類、の判定方法で求めた液状化抵抗
率九はいずれも1.2より大きし液状化に対
して安全で、あるといえる.
また地区別にみると，大詫聞と部，久保田，
大詫間下部，高川副，東与賀，西川副の隈に
Fi 1直はIJ、さくなっている.
この理由について検討すると，最も FL植
が大きい大詫間上部の砂層は，比較的浅い位
置に存在し，かっ王子均粒径品。が0.24聞とか
なり大きい.しかし，層の半分以上が水面よ
表-3 液状化に対する抵抗率 (FL値)
kh=().084 
「一一一一
干拓名
第 l 方法
第2方法
タイプI タイプ2
大詫間(上層) 1.8 2.24 2.73 
大詫間(ド層) 1.64 2.09 2.16 
南 }I 副 1.58 2.08 2.11 
間 JlI 高リ 1.27 1.45 1.73 
E転 与 資 1.36 1.64 1.92 
久 保 出 1.82 2.45 2.57 
」一
り上にあるため飽和度が低く，全上載圧 σν と有効上載圧ゲνの差が小さいことから，大きいFL
値を示す原因となっている.久保田地区の砂層は，粒度組成に特徴はみられないが，砂層の厚
さが薄く，かつ地表面からの深さが19.3mとかなり深い位置に存在するため，N値も必然的に
大きく，液状化の危険性は非常に小さい.一方，FL値が最小を示した商}I副地区では，細粒分
含有率FCが9%でf也地区と比較して最も小さい.これは， 2つの方法とも FCの違いがFL値
に大きく影響することが主な原因である.また，東与賀地区が，西川副地区に次いでFLが小さ
いのは，ここでの砂層のN値が相対的に小さいことが考えられる.
摘 要
佐賀県東部に位置する有明海沿岸の 5子拓地区を対象として，ニi二拓堤防下の砂層の地震時に
おける液状化の危険性弘液状化抵抗率FL値によって判定した.判定は，道路橋や建築物を対
象に行われている方法を用いた.
この結果，設計水平震鹿0.084のもとでは，各地区ごとに液状化に対する安全性は異なるが，
第 1，第2の2つの方法での判定結果は，全ての地区でFL値がすべて1.2以上となり，現状で
は，液状化の危険性は非常に小さいことが明かとなった.
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